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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 京 都 大 学 学長名 尾池 和夫  拠点番号 Ｉ１２ 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> ○Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

  「２１世紀型法秩序形成プログラム」 

 (Program for the Reconstruction of Legal Ordering in the Twenty First Century) 

    研究分野及びキーワード <研究分野： 法学>(公的秩序形成)(私的秩序形成)(グローバル化)(責任類型)(脱近代的法) 

３．専攻等名 
 法学研究科法政理論専攻（公法専攻、基礎法学専攻、民刑事法専攻、政治学専攻の４専攻を改組し平成16年4月1日設置）・

 公共政策教育部公共政策専攻（法政理論専攻の一部を改組し平成18年4月1日設置） 

４．事業推進担当者           計 ３７ 名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 

大石眞
OISH I  M A K O T O

(56) 

 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授 

 

憲法･立法学 東北大学法学博士 

 

全体総括・｢法システム変容の実証的検討｣B－1｢国家アクター｣担当

田中成明
TAN A K A  S H I G E A K I

(66) 
寺田浩明
TE R A D A  H I R O A K I

(55) 

大嶽秀夫
O T A K E  H I D E O

(64)

亀本洋
KAMEMOTO HIROSHI

(50) 

山本敬三
YAM A M O T O  K E I Z O U

(47) 

服部高宏
HATT O R I  T A K A H I R O

(46) 

横山美夏
Y O K O Y A M A  M I K A

(45) 

土井真一
D O I  M A S A K A Z U

(41) 

真渕勝
MABUCHI MASARU

(52) 

杉原高嶺
SUG I H A R A  T A K A N E

(67) 

伊藤之雄
I T O  Y U K I O

(54) 

秋月謙吾
A K I D U K I  K E N G O

(45) 

待鳥聡史
MACHIDORI SATOSHI

(37) 

稲森公嘉
INAMORI KIMIYOSHI

(33) 

森本滋
MORIMOTO SIGERU

(62) 

中森喜彦
NAKAMORI YOSHIHIKO

(63)

木南敦
KINAMI ATSUSHI

(52) 

川濵昇
KAWAHAMA NOBORU

(49) 

村中孝史
MURA N A K A  T A K A S H I

(50) 

岡村忠生
O K A M U R A  T A D A O

(50) 

前田雅弘
MA E D A  M A S A H I R O

(49) 

齋藤真紀
S A I T O  M A K I

(33) 

棚瀬孝雄
T A N A S E  T A K A O

(64) 

吉岡一男
YO S H I O K A  K A Z U O

(62)

潮見佳男
S H I O M I  Y O S H I O

(49) 

小野紀明
O N O  N O R I A K I

(58) 

山本克己
YAMA M O T O  K A T S U M I

(49) 

毛利透
M O R I  T O R U

(41) 

髙山佳奈子
T A K A Y A M A K A N A K O

(39) 

船越資晶
FUNAKOSHI MOTOAKI

(37) 

位田隆一
I D A  R Y U I C H I

(60) 

櫻田嘉章
SAKURADA YOSHIAKI

(63) 

新川敏光
SHINKAWA TOSHIMITSU

(51) 

淺田正彦
AS A D A  M A S A H I K O

(50) 

鈴木基史
SU Z U K I  M O T O S H I

(48) 

中西寛
NAKANISHI HIROSHI

(45) 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 
法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・准教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・准教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・准教授 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

法学研究科(法政理論専攻)・教授 

公共政策連携研究部(公共政策専攻)･教授 

法理学 京都大学博士（法学） 
東洋法史 

政治過程論 東京大学法学博士 

法理学 

民法 京都大学博士（法学） 

法哲学 ドイツ法 

民法 フランス法 

憲 法 

行政学 京都大学博士（法学） 

国際法 東北大学法学博士 

日本政治外交史 京都大学博士(文学) 

行政学 地方自治 

政治学 ｱﾒﾘｶ政治京都大学博士(法学) 

社会保障法 

商 法 

刑  法 

英米法 京都大学博士（法学） 

経済法 

労働法 

税 法 

商 法 

商 法 

法社会学 ハーバード大学博士（Ph.D）

刑事学 京都大学博士（法学） 

民法 京都大学博士（法学） 

政治思想史 京都大学法学博士 

民事訴訟法 

憲法 京都大学博士（法学） 

刑 法 

法社会学 京都大学博士（法学） 

国際法 パリ第2大学修士（D.E.A）

国際私法 

政治過程論 トロント大学（Ph.D）

国際法 

国際政治経済分析 ｻｳｽｶﾛﾗｲﾅ州立大学博士（Ph.D） 

国際政治学 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当リーダー(平成17年3月31日辞退) 
A｢法システム変容の理論的検討｣担当リーダー 

全体総括(拠点副リーダー) A｢法システム変容の理論的検討｣担当(平成19年3月31日辞退) 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当(平成17年4月1日追加) 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当(平成17年4月1日追加) 

A｢法システム変容の理論的検討｣担当 

全体総括(拠点副リーダー)｢法システム変容の実証的検討｣B-1「国家アクター」担当リーダー

法システム変容の実証的検討」B-1「国家アクター」担当(平成17年3月31日辞退) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-1｢国家アクター｣担当(平成17年4月1日追加)

｢法システム変容の実証的検討｣B-1｢国家アクター｣担当(平成17年4月1日追加)

｢法システム変容の実証的検討｣B-1｢国家アクター｣担当(平成17年4月1日追加)

｢法システム変容の実証的検討｣B-1｢国家アクター｣担当(平成17年4月1日追加)

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当リーダー

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当(平成17年3月31日辞退)

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当(平成17年4月1日追加) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-2｢市場｣担当(平成18年4月1日追加) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当リーダー(平成19年3月31日辞退) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当(平成17年3月31日辞退) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当リーダー

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-3｢市民社会｣担当(平成19年4月1日追加) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当リーダー

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当(平成17年4月1日追加) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当(平成17年4月1日追加) 

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当 

｢法システム変容の実証的検討｣B-4｢国際関係｣担当(平成17年4月1日追加) 

５．交付経費(単位：千円）千円未満は切り捨てる (  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 64,000 120,200 118,200 
107,600 

  (10,760） 

103,200 

  (10,320） 
513,200 
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６．拠点形成の目的 

目的の概要 法・政治システムの変容という

点からみると、21世紀社会がもつ特徴の一つと

して私的秩序形成と公的秩序形成の融合・交錯

現象をあげることができる。本拠点の目的と特

色は、こうした21世紀社会が法・政治システム

における秩序形成にどのような変容をもたら

すかを検討する点にある。 

本拠点は、グローバル化・情報化などにより

大きく変貌する21世紀社会の実相に法・政治シ

ステム面から迫ろうとするものであり、法学

（法史学・法社会学などの基礎法学、国際法を

含む法解釈学）と行政学を含む政治学とを結合

し、脱近代型の社会・行政現象を対象として先

端的研究分野を開拓しようとする、既存の学問

領域に収まらない内容を有している。 

法学・政治学の協働 これまで法律学、とく

に法解釈学は細分化に著しく傾斜してきたが、

現在では、法領域の交錯を反映して、法解釈学

の各分野が相互に交流し、さらに法哲学・法社

会学などとも交流を図り、狭い専門の枠を取り

払う時期に来ている。今日では、憲法学が国会

における政党間のダイナミズムに関する政治

過程論の研究蓄積を、民法学・刑法学が生命倫

理に関する政治哲学の議論を、法社会学が差別

問題を扱う際に政治学の権力理論を取り入れ

るというように、政治学のこれまでの成果を法

律学は積極的に吸収すべき段階に来ている。 

他方、政治学も、戦後にアメリカの実証主義

的政治学の影響を受け、法律学からの独立を指

向してきたが、今や、法律学の成果を吸収し、

一層の飛躍をなすべきときを迎えている。例え

ば、国民国家の動揺は、1980年代以降、「新国

家論」の登場を生み、国家権力の本質をめぐる

法哲学・国際法学などの研究成果を吸収するこ

とで「国家」概念を再構築することを求めてお

り、また、家族や教育の場における社会権力の

登場は、法社会学・民法・民事訴訟法などと共

同して、「権力」概念を再構築するための研究

を進めることを不可避としている。 

学問的・社会的意義 このように法律学と政

治学との再統合を図ることにはすぐれて現代

的な意味がある。それは、学問的には、法・政

治システムの変容を原理的・体系的に考察する

理論的研究と国家・市場・市民社会・国際関係

の各局面における実証研究とを並行させ、細分

化された法学・政治学の諸領域の総合化ととも

に、法学と政治学との再結合を図ろうとすると

ころに、大きな意義がある。 

また、それは、社会的には「自律的個人を基

礎とする自由で公正な社会」の実現に向けて、

21世紀に適合的な法・政治システムと秩序形成

のあり方を探求し、組織化・制度化された形で

の政策提言機能を積極的に果たそうとする意

図を有し、この点でも大きな意義がある。今日、

法・政治文化や法実務・政治過程の実態と変容

の方向を実証的に分析し、新たな法秩序の形成

に向けて提言を行うことが急務である。本拠点

の事業は、近年の制度改革などで重点的に取り

上げられた国家的課題に直接関係している。 

探求方法 その際、本拠点は、妥協の上に築

かれがちな秩序形成に対し合理性・理念性を基

礎としたルール作りが最終的に説得力をもつ

と主張し、グローバリゼーションという名のア

メリカ化に対し文化的・歴史的考察を基礎とし

た法の独自の規範性や東アジア的秩序形成の

特色を探求すべきことを説く。この課題を内外

の研究者の協力を得て達成することは、世界的

な重要性と充分な発展性を有する。 

本拠点は、実定法・国家権力の検討を軸とす

る学問から、国家と市場の相互作用・市民社会

の自律性・国境を越えた市民の活動などを通じ

て形成される秩序・規範の生成と発展に対する

考察に力点をおく学問上の変化の中で、従来の

アプローチとは異なる分析概念・手法の開発、

法学と政治学との協働の再認識、基礎法学と法

解釈学との結合の模索といった新たな試みを

推進する。 

教育的意義 教育面では、法・行政の専門知

識の獲得にとどまらず、設備備品の充実を図り、

内外の第一級の研究者・実務家との交流の機会

を多く設け、必要な研究費・旅費等を支給する

ことなどにより、社会的問題を哲学的・歴史

的・マクロ的に、かつグローバルに考える人材

を養成することを目的とする。 

また、こうした研究を基礎とした啓蒙的なア

ウト・リーチ活動により新たな諸問題に市民・

自治体や中央政府などがどのように対処すべ

きかを教育し又は提言することなどを通じて、

積極的に社会的貢献を行う。 
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７．研究実施計画 

研究チームの編成 本研究は、法システムの

変容を多角的に分析していくが、研究チームの

編成の上からは、大きく理論的な検討と実証的

検討との二つに大別し、実証的検討を、①国家

アクター、②市場、③市民社会、④国際関係の

４つに分ける（平成 17 年度以降）。 

その編成に際しては、学際性を高めるため、

共通する関心をもちつつも異なる学問的背景

をもつ研究者をできるだけ同一グループ内に

配置するよう配慮する。また、拠点リーダーに

法学研究者、副リーダーに政治学研究者を配置

し、両者の緊密な協力と強いリーダーシップの

下に法律学と政治学の結合を促進する。 

その際、研究の理論的枠組みとしては、法シ

ステムの変容を原理的に検討するためのキー

ワードとして、いわば上からの「公的秩序形成」

及び市民や経済主体たる企業による自生的規

範たる下からの「私的秩序形成」という概念を

念頭に置く。 

理論的研究グループ 理論的研究班(A）は、

①権利自由を保護・支援しつつ、公共的価値の

維持とその動的展開を可能にするための枠組

みの形成という視点から、公法・私法を再編し、

新たな法秩序のあり方を規定するモデル形成

の試み（法秩序形成の実定法理論的研究）、②

権利自由の保護・支援と公共的価値の維持・展

開の確保は、互いに交錯し、時に深刻な対立を

もたらすという問題をとらえるスキームをリベ

ラリズムと共同体主義の対立とその後の展開を

視野に入れつつ明らかにし、西欧法・中国法・

日本法の相互関係を横軸、各々の歴史的展開を

縦軸とした法秩序形成メカニズムのモデル形成

の試み（法秩序形成の法哲学的・思想的・歴史

的・比較法的研究）、③世紀転換期における法

学が、個別法領域を超えて相互に影響し合いな

がら遂げているパラダイム転換の背景となっ

た政治・経済・社会の変動を探求し、それが法

令改正や判例の変化にどう反映しているかの

検討（法秩序形成の政治学的研究）等を行う。 

実証的研究グループ 実証的研究班（B）で

は、国家アクター（B1）班は、①国内法の形成

者・執行者である政府の担い手である政策エリ

ートの法意識・規範意識の変容、②政策エリー

トが影響を受ける世論と有権者レベルの法・規

範意識の変容、③立法過程・憲法史等の分析を

ふまえた各種法政策の検討と憲法附属法を含

む立法政策のあり方の探求を課題とする。 

市場（B2）班は、グローバル化・規制緩和・

社会的責任に伴う諸問題、具体的には、①企業

形態の内容の差異とコンバージェンス及び企

業形態間の競争の国際比較、②市場制度と企業

制度における投資者、消費者と労働者の位置づ

けの諸相の探究、③企業活動における弁護士や

公認会計士など免許制の専門家が果たす役割

の解明等を課題とする。 

市民社会（B3）班は、①少年・高齢者問題を

素材とする個人の自律の支援・再生に向けた個

人・社会・国家の役割の研究、②取引関係の高

度化に伴う企業責任、環境・消費者問題、専門

家の責任等新たな責任類型の探究、③法令整備

による市民社会の対処、弁護士など法律専門家

の役割、司法制度のあり方の研究等を行う。 

国際関係（B4））は、①国内秩序と国際秩序

の交錯と止揚とアジア的秩序間を含めた新た

な普遍的法秩序の形成、②持続的発展を基盤と

するグローバル・ガバナンスの探究、③国境を

越えた人・物の移動や科学技術の進展等の新し

い現象に対応する普遍規範秩序の模索を課題

とする。 

実施方法 主要なものとして、①原則として

理論班の研究会には実証班が参加するように

し、理論研究と実証研究との連携を図る、②班

の境界を越えたワークショップや大学院生等

を対象とした共同のゼミナールを開講する、③

外国の研究者・実務家との共同研究、在外研

究・外国調査などを実施するとともに、内外の

研究者・実務家と定期的にシンポジウムを行う、

④理論的検討及び実証的検討の研究課題に即

して必要な研究員・研究支援者を採用するとと

もに、設備備品の購入や研究補助者の雇用等に

より拠点形成のための支援体制を整える、⑤21

世紀法・政治システムに生じた方向と変動につ

いて全体会議を積み重ねて明らかにする、⑥研

究動向や研究成果をニューズレター・英文ジャ

ーナル・研究叢書の刊行などを通して公表する

とともに、市民講座の開催などにより社会への

還元を行う、といった諸点が挙げられる。 
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８．教育実施計画 

人材育成の目標 上記のように、多面的な研

究活動を精力的に行っていくなかで、単なる

法・行政・政治の専門知識の獲得にとどまらず、

設備備品の充実を図ることはもとより、各種の

シンポジウムや研究会の開催など、内外の第一

級の研究者・実務家との交流の機会を数多く設

けるとともに、研究の遂行に必要な研究費・旅

費等を支給することなどによって、社会的問題

を哲学的・歴史的・マクロ的に、かつグローバ

ルに考える優秀な若手研究者を養成すること

を目標とする。 

そのために、博士後期課程に在籍する学生に

よる博士号の取得を助成し、支援する環境を十

分に整備するとともに、博士号取得者を始めと

する若手の研究者が次代を担う気鋭の独立し

た研究者として助走することを積極的に支援

する。 

具体的な人材育成方策 具体的には、以下の

ような各種のプログラムを主として実施する。 

(１）設備備品の充実 

博士課程学生が研究上必要とする図書及び

雑誌(オンライン・ジャーナルを含む）を購入

するとともに、オンライン・データベースを

購読する。 

(２）外国語能力の向上プログラム 

外国語で表現する力と対話する力を中心に、

研究をすすめ、発表を行うために不足のない

外国語能力を習得させる。そのため、ワーク

ショップ以外に、国外から本拠点に受け入れ

る研究者と交流する場を設けるとともに、法

学研究科とも協議して外国人教員を採用する。 

これによって、日常的に外国語に接する機

会を十分に提供し、自発的研究に必要な外国

語能力を向上させることができる。 

(３）ワークショップの開催 

国内外から研究の第一線で活躍している研

究者を本拠点に招いて、定期的にワークショ

ップを開催する。博士後期課程学生は、これ

に積極的に参加することによって、そこで研

究発表を行うととともに、これに対するコメ

ントを受けたり、他の研究者の研究発表に対

するコメントを行ったりすることで、第一線

の研究者と交流する貴重な機会を得ることが

できる。 

(４）旅費・滞在費の支給 

アーカイブ又はフィールドにおける調査のた

め、また、国内外の研究集会での研究成果の発

表のために、国内旅費・外国旅費・滞在費など

を支給する。 

さらに、国際的な研究集会における研究成果

の発表のために必要な外国語論文のコピー・エ

ディティングも、積極的に支援する。 

(５）フェローシップ・プログラム 

フェローシップは、博士号取得者が、次代を

担う独り立ちした研究者として助走することを

支援するものであり、博士号取得者又はこれと

同等の資格をもつ者をフェロー（ＣＯＥ研究員）

として１年任期で採用する(更新可能）。 

このフェローは、研究プロジェクトに共同研

究者として参加するほか、本拠点の課題群に含

まれる研究プロジェクトを単独で探求する。さ

らにフェローは、博士後期課程などの大学院学

生のトレーニングにも携わり、研究者・教育者

として職を得るまでの期間のファカルティ・デ

ィベロップメントとしても機能することを期待

される。 

（６）博士後期課程在籍者への支援・補助 

博士後期課程に在籍する学生をリサーチア

シンタント（ＲＡ）として採用したり、全学的

指針をもって設けられた若手研究者のための

自主的研究活動経費を有効に活用したりする

ことを通して、博士後期課程学生による早期の

学位取得方策に向けた改善策を検討し、実施す

る。 

（７）研究成果報告会の開催 

本プログラムにより採用したフェロー（ＣＯ

Ｅ研究員）や自主的研究活動経費を受給する若

手研究者（若手研究者）等を一堂に会して、各

班のリーダーや指導教員等が加わった研究成

果発表会を定期的に設ける。 

こうした報告会を活かし、質疑応答の時間も

設けることにより、独立した研究者としての方

向性を示す機会にすると同時に、プレゼンテー

ション能力の向上や発表方法等の改善に役立

てる。そうした研究成果報告会は、若手研究者

の最先端の問題意識を共有する場としても機

能することが期待される。
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

研究実施計画 研究チームの編成につき、実

証的研究グループは、国家アクター・市場・市

民社会の３班から、平成17年度以降、国家アク

ター・市場・市民社会・国際関係の４班に分け

たことで、より円滑な研究体制を確保した。 

公的秩序形成と私的秩序形成の交錯という

観点を軸として、多くの国際シンポジウム・フ

ォーラムを開催し、研究会を組織化する形で、

理論的研究グループ・実証的研究グループ各班

ともに、各々の主要課題に取り組んできた。そ

して最終年度には、ＣＯＥ研究員・若手研究者・

ＲＡ等も参加する形で、各グループ・班ごとに総

括的シンポジウムを開くとともに、全体の総括

シンポジウムを開催して、これまでの研究活動

の総括と今後の展望について討論した（平成20

年３月６日）。 

教育実施計画 設備備品の充実、外国語能力

向上プログラム、シンポジウム等の開催、旅

費・滞在費の支給、フェローシップ・プログラ

ム（ＣＯＥ研究員の雇用）、博士後期課程学生へ

の支援・補助（自主的研究活動経費の補助、Ｒ

Ａの採用）、研究成果報告会の開催といった上

記の方策をほぼ実施したほか、法学研究科とし

ても組織的に学位取得推進策を検討し、その制

度化を図った（後記参照）。 

こうした各種の取組みを通して、学位取得を

促進し、独立した研究者として歩むための訓練

を積ませるとともに、他大学出身者を含む優秀

な若手研究者を育成することができた（後記

「就職状況と成果公表」欄参照）。とくにＣＯＥ

研究員として外国人研究者を含む他大学出身

者も採用したことは、従来の法学研究科と異な

る方法を採用したもので、人材の流動性に貢献

したし、旅費・滞在費の支給や全学的指針に基

づく若手研究者自主的研究活動経費の補助な

どは、これまでになかった積極的支援措置とし

て、博士後期課程学生から高い評価を得た。 

外部評価 平成19年11月30日に外部評価委

員会による評価を受けた（外部評価委員会評価

報告書参照）。そこでの評価は中間評価を受け

た時の指摘とほぼ同じで、概ね、各種研究会・

国際シンポジウム等を含めて活発な研究活動

が展開されていることへの積極的評価を得る

一方で、包括的テーマ型の典型であるため、総

合に向けた動きをどこまで有効になしうるか

が課題であるとの意見が出された。これには、

年度末にかけて各班及び全体の総括会合を催

して総合を図る旨を説明し、了解を得た。 

また、政策提言機能という点につき、学問的

営為との関係も問われ、これにも、狭い意味で

の政策提言に限ることなく、各種施策の立法上

の問題点を洗い出し、その解決への道筋を示す

ことを企図することを説明し、理解を得た。 

これらの点からみて、本プログラムの所期目

的は概ね達成したものと判断しうる。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

研究環境の向上 内外の文献の充実など研

究環境の向上はもとより、内外の第一線の研究

者・実務家を招聘しての各種の研究会・シンポ

ジウム等を開催することにより、大学院生に大

きな学問的刺激を与え、実務的な関心を喚起す

ることができた。 

学位取得推進策 学位の早期取得推進方策

として、本研究科において学位申請予備審査制

度を設けた。これは、論文執筆の中途の時期に

予備審査を設け、その段階から教員が集団で学

生の研究を評価・指導する体制を整え、論文完

成までの困難を軽減するとともに、その質の向

上を図るものである。この制度により、平成19

年度末には従来の実績を大きく上回る８人が

博士学位を授与され、研究指導において非常に

大きな成果を挙げることができた（なお、平成

20年５月にも予備審査に６人合格している）。 

就職状況と成果公表 ５年間でＣＯＥ研究員

として雇用した研究者（他大学出身者を含む）

は延べ18人、自主的研究活動経費を受給した若

手研究者は延べ33人、リサーチ・アシスタント

（ＲＡ）として採用した博士後期課程学生は延

べ25人になる。このうち、本研究科又は他の大

学・研究機関に奉職するに至った者は、合計31

人に上る。また、ＣＯＥ研究員・若手研究者の

経験者のうち６人が単独の研究書を公刊した。 

これらの諸点からみて、優秀な人材の育成及

び研究拠点の形成において所期の成果を挙げ

ることができたと判断しうる。
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3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

理論的研究 現代的な法システム全体の文

明史的な位置づけにつき、社会的ルールの客

観化・実定化というプロセスを確認する一方

で、これとは異なる法の制度化がありうる（例、

中国）との仮説を立てるに至った。また、公

的秩序形成と私的秩序形成の相互作用につき、

独自の私法体制が成立する可能性があること、

「秩序思考と権利思考」という分析枠組みが

公序良俗論と不法行為法論を整理し、発展さ

せる上で有意義であることを指摘した。 

現代的課題としては、高齢社会の法的課題

への取り組み方や脱工業化社会における法秩

序のあり方につき、日墺比較の観点から異同

を明らかにし、看護・看護職をめぐる状況と

看護法制、近代国家的な枠組みの女性の人権

侵害への加担等の諸問題を指摘した。 

国法と官僚 わが国の近代化と憲法体制を

とくに日韓比較の中で再検討し、東アジアの

国政秩序の形成過程と日韓双方の憲法改正論

議を展望できた。立法の法制実務家との共同

研究により、複雑な政治過程の動きを含めて、

現に立法過程にある諸法案と与野党の対立軸

についても理解を得た。 

官僚の意識調査によりその役割意識が益々

縮小後退している点を確認するとともに、

1990年代政策過程の事例研究を通じて、単独

の省庁だけで処理しうる問題が減少し、対外

政策の分野において内閣総理大臣が明白な指

導力を、国内政策においても「暗黙の指導力」

を各々発揮しており、政党の党派性だけでは

処理できないため政治家個人の判断に任され

る問題が増加したことが判明した。 

市場の秩序形成 会社法の制定により企業

組織形態の選択肢が拡大され、私的秩序形成

の余地とともに、その選択における考慮事項

も広がったが、これは専門家の役割を一層重

要にすること、課税の軽重が選択判断を左右

すると理解されていることが判明した。また、

企業法における規制緩和の問題点が徐々に顕

在化し、とりわけファンド資本主義に対する

法規制の脆弱性が問題視され、衡平や公正さ

を基礎とする解釈論的な基礎付けの重要性を

明らかにした。 

多様化する企業結合実務に対応するため、会

社法・独禁法・税法その他の企業関連法制の有

機的連携の方向性を明らかにし、税法に関して

は、組織再編税制の適格要件やファンド等の事

業体課税につき、法人課税の原則論から見直す

べき諸点を示した。 

市民社会と責任 市民の責任意識に関する日

米仏３カ国にわたる実態調査と、裁判員制度・

アスベスト問題・少年犯罪問題等に対する社会

学的実証分析と法理論との連関をテーマとした

共同研究を通じて、現代の責任観念のゆらぎを

明らかにするとともに、現代市民社会における

責任観念を踏まえた責任法理の理論化・体系化

へのプロセスを示した。 

国際秩序とアジア グローバルな秩序構築の

中でアジアの地域秩序も変動しつつあり、ＥＵ

を含めた幅広い視点から国際法制度や政治的環

境について議論を重ねる意義を見出した。グロ

ーバルな秩序形成という点では、とりわけアジ

アにおいてサブリージョナル・リージョナル・

グローバルと階層的秩序形成への方向が顕著で

あることを確認した。 

国内と国際の枠が流動的になり、企業活動や

科学技術など国境を越えた活動が進展すること

で、国家以外の様々なアクターを国際的な秩序

形成の場に導くことを再認識した。 

まとめ 以上のように、秩序形成のあり方、

公的秩序形成と私的秩序形成の相互作用への

関心が著しく高まった。とくに規制緩和の見直

しという問題意識から、「ポスト構造改革にお

ける市場と社会の新たな秩序形成」という重要

課題が浮上し、学術創成研究プロジェクト（平

成19年度～23年度）の採用へと繋がった。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

既存の研究会との連携や各種シンポジウ

ム・ワークショップの開催を含めて、多様な研

究会が組織化され、法学と政治学、実定法・基

礎法学といった専門分野を越えた研究者が参

加することで、有機的連携への機運が高まり、

課題と問題関心の共有が図られた。 

とくに中間総括シンポジウム（平成17年11月

22日）及び最終年度の各班ごと及び全体的総括

シンポジウム（前記参照）の開催は、共同研究

の必要性を再認識させる契機となった。 
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5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

多くの国際シンポジウム等を通して外国の

大学・研究機関等との交流や学術交流協定の締

結に向けた取組みが活性化し、研究会・フォー

ラム等を通して内外の研究者・実務家等との組

織的連携も進んで、多くの研究成果の公表とと

もに、国際的知名度の向上に貢献した。 

また、ＣＯＥ研究員・若手研究者として採用

し外国人研究者が内外の大学・研究機関に就職

したことにより、本研究科を軸とした広いネッ

トワークが形成されたことの意義も大きい。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

情報発信の諸方策 四半期ごとのニューズ

レターの刊行（20号まで）やウェブサイトの

開設などにより、研究成果・研究会概要や研

究会・シンポジウム等の予定を広報し、関係

機関や研究者に対し拠点形成の最新状況につ

いて周知を図った。また、研究活動、拠点形

成状況、ＣＯＥ研究員・若手研究者・ＲＡの研

究成果の概要等を記載した『年次報告書』を

作成し、関係機関や研究者に配布した（５号

まで）。法学研究科ホームページにも本プログ

ラムへのリンクがあり、情報発信に貢献した。 

オケージョナル・ペーパーの発行（34号ま

で）、社会還元の一環としての連続市民公開

講座（計12回）の定期的開催等を通じて、本

拠点の研究成果や研究拠点形成状況を一般に

伝え、アンケートを参考に総括市民講座を「法

と政治――その課題と未来」というテーマで

発表・討論を行った（平成20年2月23日）。 

英文ジャーナルの刊行 とくに国外への情

報発信と研究成果の発表のために、英文ジャ

ーナル（Kyoto Journal of Law and Politics）

を年２回刊行し（通巻７号まで）、海外の大

学・研究所などに送るとともに（米独韓を中

心に85機関）、事業推進担当者が外国で報告

する際の参考資料としても活用した。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について(拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

研究ネットワークの確立 各種の国際シン

ポジウムを計画的に実施することにより、外国

研究者との密接な連携を図るとともに、学術交

流協定の締結への途を開いた。また、実証的研

究に不可欠な本格的な実態調査を法学・政治学

の両面で行い（法意識調査と政策エリート調

査）、理論的再構築の足場を固めた。 

優秀な人材の育成 国内外の第一線で活躍

する研究者・実務家等を招聘して各種の研究

会・シンポジウム等を開催し、博士後期課程学

生に対しても知的な刺戟を与え、最先端の息吹

きを伝えた。また、博士学位取得者又は取得見

込者を、学外にも公募して選考のうえCOE研究

員として雇用し、人材の流動性を高めるととも

に、独立した研究者として育成した。COE研究

員２名には、外国の研究機関での研究活動に対

する支援も行った（オーストラリア、ドイツ）。

さらに、優秀な博士後期課程学生を自主的研究

活動経費の支給対象となる若手研究者として

選び、積極的に支援した。 

 以上の諸点は、これまでの一般校費や個別

的・散発的補助では実現困難であったもので、

拠点形成費等補助金を効果的に使用できた。 

 

②今後の展望 

上記のように、規制緩和の見直しという問題

関心から共同研究「ポスト構造改革における市

場と社会の新たな秩序形成」のため学術創成研

究費（平成19年度～23年度）を得たが、こうし

た人材育成を伴う研究教育活動をより活発化

するための大型プロジェクトを構想する。 

また、法実践を通じた法理論の社会へのフィ

ードバックにより政治・社会の発展に寄与しう

るように、法科大学院発足後の博士後期課程教

育の再編を図るための大学院教育改革プログ

ラムを策定する（現在、申請中）。 

理論と実務の架橋及び政策提言機能の充実

のために、公共政策大学院との連携を緊密にす

るプロジェクトを策定する。 

 
③その他(世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

法学研究科では、マックスプランク外国私

法・国際私法研究所（独）やウィーン大学（墺）

等の大学・研究機関等との研究面の連携が進ん

でいる。また、連携部局である公共政策大学院

においても、世宗研究所（韓）等との定期的な

研修交流が実現するなど、拠点形成の対外的効

果は確実に表れている。 
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１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 
 

・平成16年1月31日・2月1日 京大会館210号室 
 「現代司法における専門家関与と市民参加」 国際シンポジウム（B3班） 
 参加人数：40人（7人） 
 主な招待講演者：L.デュラン、J.サンダース、・J.タウピッツ、他 
 
・平成16年2月20日・21日 京都大学百周年時計台記念館国際交流ホール 
 「西欧型国家体制とアジアの近代化」日韓国際シンポジウム（B1班） 
 参加人数：125人（15人） 
 主な招待講演者：廉 載鎬、金 孝全、成 樂寅、他 
 
・平成 16 年 10 月 2 日・3日 京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
「市民社会の生成と法の役割」日韓シンポジウム 
 参加人数：40 人（7人） 
 主な招待講演者：Chulwoo Lee、Hyunah Yang、Chang-Rok Kim、他 
 
・平成 17 年 3月 20 日・21 日 芝蘭会館稲森ホール・京都大学時計台記念館国際交流ホール 
 21 世紀の新しい法秩序」：第 1部「現代法の変容と法理論」、第 2部「生命倫理の新しい法政策」 
 参加人数：200 人（5人） 
 主な招待講演者：Ｌ.デ・カストロ、Ｕ．パク、Ｄ．チャルマーズ、他 
 
・平成17年7月2日 芝蘭会館2階山内ホール 
 「東アジア諸国の憲法と統治機構」日韓シンポジウム（B1班） 
 参加人数：40人（7人） 
 主な招待講演者：鄭 宗燮、崔 京玉、黄 承欽、他 
 
・平成17年11月27日 京都大学百周年時計台記念館国際交流ホール 
「アスベスト訴訟の国際比較」国際シンポジウム（B3班） 
 参加人数：100 人（9人） 
 主な招待講演者：Deborah Hensler、Geraint Howells、Francis McGovern、他 
 
・平成 18 年 9月 4 日～6日 ウィーン大学法学部 
「脱工業化社会」（日墺比較法セミナー）国際シンポジウム（A班・B2班） 
 参加人数：35 人（27 人） 
 主な招待講演者：Wolfgang Brodil、Ingrid Getreuer-Kargl、Gudrun Biffl、他 
 
・平成19年3月17日～18日 京都大学百周年時計台記念館２階国際交流ホールⅠ・Ⅱ 
 「司法の国民的基盤を求めて―アメリカの司法制度と司法哲学―」国際シンポジウム（B3 班） 
 参加人数：133 人（14 人） 
 主な招待講演者：Mark Tushnet、Cornell Clayton、Robert Kagan、他 
 
・平成19年9月10日 京都大学百周年時計台記念館国際交流ホールⅢ 
 「行動制御と法秩序形成の課題」（日奥比較法セミナー）国際ワークショップ（A班・B2 班・B3 班） 
 参加人数：125 人（31 人） 
 主な招待講演者：Margit Schratzenstaller、Heinz Mayer、Michaela Windisch-Grätz、他 
 
・平成18年4月15日 京都大学百周年時計台記念館2階国際交流ホール 
 「EU-日本：共通の利益」国際シンポジウム（B4 班） 
 参加人数：150 人（5人） 
 主な招待講演者：時野谷 敦、Michael Reiterer、Charit Tingsabadh、他 
 
・平成 18 年 12 月 3 日 京都大学文学部第三講義室 
 「対話フォーラム～ノーベル平和賞受賞者エルバラダイ IAEA 事務局長と語る～『核拡散の危機と国際社会の対応』」国際シンポジ
ウム（B4 班） 
 参加人数：175 人（5人） 
 主な招待講演者：モハメド=エル・バラダイ 
 
・平成 19 年 9月 15 日 京都大学時計台百周年記念館会議室Ⅲ 
「The Eurocentrism of International Law and Russia: A Civilizational Dialogue with(in) Europe」国際ワークショップ（B4
班） 
 参加人数：20 人（1人） 
 主な招待講演者：Lauri Mälksoo 
 
・平成19年12月10日～11日 ぱるるプラザ京都 
「Markets, Democratic States, and Regional Order」国際シンポジウム（B4 班） 
 参加者：120 人（10 人） 
 主な招待講演者：T.J Pempal、Miles Kahler、William Keech、他 
 
・平成 20 年 3月 22 日（土）・23 日（日） 京都大学時計台百周年記念館・国立京都国際会館 
 「生命倫理基本法の構築―アジアの視点から」国際ワークショップ（B4 班） 
 参加人数：45 人(9 人) 
 主な招待講演者：カール・シュナイダー、レオナルド・デカストロ、ドナルド・チャルマー、他 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

① リサーチ・アシスタント及びティーチング・アシスタント 

法学研究科に在籍する優秀な学生を研究補助・教育補助スタッフとして採用し、調査研究・教育指導の

方法等の修得に資するため、法学研究科教授会決定により、研究科長が利用教員の希望を集約した上で

リサーチ・アシスタント（ＲＡ。博士後期課程在籍生に限る）又はティーチング・アシスタント（ＴＡ）

として任用する仕組みを設けている（ＴＡは平成５年の法学研究科教授会決定「ティーチング・アシスタ

ント実施要項」、ＲＡは平成８年の同決定「リサーチ・アシスタント実施要項」に基づく）。 

② 論文公表媒体の確保 

法学部・法学研究科の基金から法学会への支援によって、平成18年4月以後、博士後期課程在籍生を中心

とする本研究科出身の若手研究者の主要な論文発表媒体となっている毎月刊行の学術誌『法学論叢』の

総ページ数の増加を図り、充実した研究成果をできるだけ多くかつ早期に公表できるための措置を講じ

ている。 

③ 学位申請予備審査制度 

課程博士の早期取得と計画的な研究の遂行を促進するため、平成19年１月18日の法学研究科教授会決定

「学位申請予備審査に関する内規」「学位申請予備審査の運用に関する申し合わせ」により、学位申請

予備審査の制度が新たに設けられた。そして、これに合格して提出された学位申請論文の審査に合格し

た８名が、20年3月24日に博士（法学・政治学）の学位を授与された（予備審査合格者は15名。なお、平

成20年５月にも予備審査に６名合格している）。 

④ 法科大学院教育補助スタッフの採用 

学生に対する教育方法の実践的な訓練を行う機会を与えるため、平成17年９月１日の法学研究科教授会

決定「法科大学院教育補助スタッフに関する申し合わせ」により、複数の教員が教育指導能力を審査し

た上で、博士後期課程在籍生を法科大学院の教育補助スタッフとして採用する制度を設けている。これ

を通して、法律基本科目（基礎科目・基幹科目）の授業内容や学習内容に関する法科大学院学生からの

質問に対して助言や指導を与える職務に従事させている。 

⑤ 特定助教・研究員の採用 

大学の各種就業規則に則って若手研究者等の人材の育成に貢献するため、平成19年５月31日の法学研究

科教授会決定「特定助教に関する内規」「研究員に関する内規」により、複数の審査委員又は研究員雇

用計画委員会による選考を経て、特定の研究プロジェクトにより特定教員として雇用する助教及び研究

員を採用する制度が新たに設けられた。これに基づいて、学術創成研究費（平成19年度～23年度）の対

象となった「ポスト構造改革における市場と社会の新たな秩序形成――自由と共同性の法システム」プ

ログラムにより、特定助教1名、研究員7名が採用されている。 

⑥ ＣＯＥ研究員・若手研究者の採用 

本プログラムの発足後から、博士号取得者又は取得見込者を一般公募の対象とし、関係教員による予備

審査（審査要領に基づく）とＣＯＥ正副リーダー・法学研究科長・各班リーダーからなる選考委員会を経てＣＯ

Ｅ研究員を雇用する制度（他大学出身者を含む）、法学研究科の要項に準ずる形で研究科内公募を行い、

同じく選考委員会による審査を経て博士後期課程在籍生をリサーチ・アシンタント（ＲＡ）として採用す

る制度、及び全学的指針により自主的研究活動経費を支援する制度が設けられた。これに基づき、５年

間で、ＣＯＥ研究員を延べ18名、自主的研究活動経費受給者（若手研究者）を延べ33名、リサーチ・アシ

スタント（ＲＡ）を25名採用するとともに、研究成果を確認し研究活動を支援するための研究成果報告会

を開催した（ＣＯＥ研究員は毎年９月、若手研究者は同じく２月）。 

⑦ 社会人・外国人のための特別選考制度 

専門職学位課程を修了した弁護士等の高度専門職従事者について、その実務経験を生かした博士後期課

程での研究活動を推進するため、論文審査と口頭試問を基本とする特別選考方式による編入学制度を整

備する（平成17年６月23日研究科教授会決定）とともに、外国の大学で修士学位を取得し、日本での研

究の深化を希望する者について、その活動を推進するため、筆記試験と口頭試問を基本とする博士後期

課程外国人特別選抜制度を設けている（平成19年７月12日研究科教授会決定）。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的はある程度達成された 

（コメント） 

拠点形成計画全体については、ニュースレターやシンポジウムの実績から計画は多様な

形で遂行され、国際的研究中心の役割を果たしたことは窺われるものの、設定課題にある

「統合」ないし「総合」の面で成果に乏しく、「２１世紀社会が秩序形成にもたらす変容」

の解明結果も顕著ではないため、世界最高水準の拠点形成に関する目的達成度は低いと言

わざるを得ない。また、中間評価については、相当の対応がなされているが、結果に顕著

につながらなかったと見受けられる。 

人材育成面については、研究会やシンポジウムの開催は若手研究者の研究環境を向上さ

せ、また、法科大学院と拠点活動との関連付けも評価できる。学位申請予備審査制度は学

位授与数の増加につながり、ＣＯＥ研究員の業績公表や就職先確保も順調に進められたよ

うである。 

研究活動面については、添付論文による限り、拠点名が示唆する、世紀を画する新たな

法秩序形成モデルに関する探究に精力的に取組んだという迫力は感じられない。特色とし

て謳われた「東アジア的秩序形成の特色」の解明についても明らかでない。掲げた諸テー

マへの「関心が著しく高まった」とあるが、それらに関する統括的な分析は未達成の感を

免れない。添付各論稿は、現代の諸現象を追うものとして、モノグラフとして価値あるも

のと見られるが、拠点の研究成果を代表するものとしての印象は薄く、拠点の気宇広大な

構図に適う立言は見られず、新たなものの創生を語るには至らない。 

担当者相互の連携等については、各担当者が研究成果を豊富に出していることが読み取

れる反面で、拠点の共同課題への注力、および拠点リーダーシップの強化を含めて、かね

て出されていた懸念を払拭するものとは言えない。当初謳われていた「法学と政治学の総

合化」というものも、研究成果としては明確になっていない。 

国内外への情報発信については、添付された資料によって見る限り、拠点の研究成果を

欧文で国外に発信する努力で見劣りがする。事業結果報告書に英文ジャーナル刊行につい

て言及があるが、残念なことに内容が不明である。 

補助事業終了後の持続的な展開については、事業結果報告書に、「課題が浮上し、学術

創成研究プロジェクトの採用へと繋がった」とまとめられている。ただし、同プロジェク

トは、人材育成面で本拠点を継承しうるとは言えようが、全体としては未知数であり、有

機的連携の問題点から見ても、今後の展開には危惧なしとしない。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム平成１５年度採択拠点事後評価 

評価結果に対する意見申立て及び対応について 
 

 

意見申立ての内容 意見申立てに対する対応 

【申立て箇所】 

国内外への情報発信については、拠点の研究成果を欧

文で国外に発信する努力は十分とは言えず、事業結果報

告書に言及されている英文ジャーナル刊行については、

その内容は不明である。 

 

 

 

【意見及び理由】 

欧文論考・報告は相応に公表され、英文ジャーナルは

計７号刊行して30本を超える論考を掲載している。上

記評価は、これらを確認してなされたものか。また、そ

の内容に対する評価としてなされたものか。もし確認し

たとするなら、その判断根拠を示されたい。他方、確認

なき判断なら「国外に発信する努力は十分とは言え」な

い、刊行について「内容は不明」とするのは不見識であ

る。資料の追加を求めればよく（そのため全号を保管し

ている）、これら英文論考を参酌した判断を示されたい。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【対応】 

以下の通り修正する。 
国内外への情報発信については、添付された資料によ

って見る限り、拠点の研究成果を欧文で国外に発信する

努力で見劣りがする。事業結果報告書に英文ジャーナル

刊行について言及があるが、残念なことに内容が不明で

ある。 

 

【理由】 

 評価は拠点が自ら選んで提出した添付資料によって

いることから、国内外への情報発信については、添付さ

れた資料によって見る限り、拠点の研究成果を欧文で国

外に発信する努力で見劣りがすること、また事業結果報

告書に英文ジャーナル刊行について言及があるが、残念

なことに内容が不明であることを述べたものであり、申

立てを踏まえ、その趣旨が明確になるように修正した。
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